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  2 JAISTにおける情報通信分野の研究活動と産学官連携活動　
      国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　副学長　教授　丹 康雄、特任教授　島田 淳一

 5 北陸地域における協議会活動と産学官連携の推進
      国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　副学長　教授　丹 康雄

 8 北陸地域の活性化を目指すJAISTの取組み
      国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　中田 泰子

12 社会人の学び直しと産学官共創の場の提供を目指して
      国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　辻 正信　　

16 JAISTとNICTとの連携
      国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　篠田 陽一、丹 康雄、島田 淳一
      NICT北陸StarBED技術センター　宮地 利幸、三輪 信介

20 潜在的で暗黙的な現場知識をデジタル技術で抽出・活用
      国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　内平 直志、西村 拓一、伊集院 幸輝
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    各界だより
54 総務省ほか

    デジタルな法律相談ちゃんねる
52 身勝手な解説
     弁護士　杉本 隼与

    放送歴文 / 通信史書
50 逓信七賢人
　　三原 種昭

      Close-up 
42 NICTのBeyond 5Gへの取り組み（3）
   国立研究開発法人情報通信研究機構　是津 耕司

46 時をかける！広がる時空標準研究（2）
   国立研究開発法人情報通信研究機構　原 基揚

　　　  
      特集：奈良先端科学技術大学院大学
24 奈良先端科学技術大学院大学　情報科学領域　
      国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学　岡田 実　

26 情報基盤を支えるハードウェアセキュリティ技術
      国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学　林 優一、藤本 大介　

30 IoT技術を用いたスマート社会の構築
      国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学　諏訪 博彦

34 Well-beingを映し出す言葉を探る工学的アプローチ
      国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学　伊藤 和浩、荒牧 英治、若宮 翔子、林 純子　

38 高院連携によるICTの新しい教育
     国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学　松本 健一

【表紙の写真】

・最左から右上：
北陸先端科学技術大学院大学正門、
延べ 100㎡あるキャンパス空撮、
石川県の白山を望む冬のキャンパス。

（画像掲載協力：北陸先端科学技術大学院大学）

・右下：
奈良先端科学技術大学院大学正門。
3 つの三角のモニュメントは、万葉集で謳われた大和三山

（香具山、畝傍山、耳成山）と当大学の最先端科学技術を
担う 3 つの研究分野（情報科学、バイオサイエンス、物質
創成科学）を表している。

（画像掲載協力：奈良先端科学技術大学院大学）
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　　　　　 　  国立大学法人
 特集 : 　　　　　北陸先端科学技術大学院大学

JAIST における情報通信分野の研究活動と産学官連携活動

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　
副学長　教授　丹 康雄
特任教授　島田 淳一

この記事を始めるにあたり、まずは 2024 年 1 月 1
日に能登地域で発生した震災について触れてお

きたい。被害の甚大さは各種報道のとおりであるが、
地理的条件から来るアクセスの困難さによる孤立地域
の多発、4m もの隆起に伴う漁港の消滅など、特異性
が目立つ災害となった。まずは亡くなられた方々に謹
んで哀悼の意を表すとともに、被災された方々への心
よりのお見舞い、また、全国から寄せられる支援に対
する感謝を申し上げる。JAIST がある石川県南部は
直接的な被害はそう多くないものの、液状化現象によ
る被害は各所で見受けられ、また、JAIST において
も器物や設備に対する被害は数百件に及んでいる。執
筆時点では二次避難も一定程度進み、石川県で最も南
部にある加賀市に至るまで被災者が避難してきている
のに加え、県内の病院では玉突き的に入院患者が移動
してきており、ほとんどの病院で病床の空きが不足し
ている状況で救急医療にも支障が出始めている。こう
した中でも、デジタル化の活用による多元的な情報共
有や、従来から整備が進んでいた病院間ネットワーク
による患者情報の共有など、ICT が貢献できる側面
が多くみられたことは我々としては多少なりとも救い
を感じるところではある。

さて、JAIST は、我が国初となる独立したキャン
パスを備える、学部を持たない国立大学院大学

として 1992 年 4 月に学生の受け入れを開始した。当
初は情報科学研究科、材料科学研究科（2006 年から

マテリアルサイエンス研究科に改称）の 2 研究科とし
てスタートしたが、1998 年 4 月から知識科学研究科
の学生受入が始まり 3 研究科体制となった。

その後、2016 年には、時流に合わせてよりフレキ
シブルに組織改編を可能とするため全ての研究

科を統合した先端科学技術研究科の 1 研究科体制と
し、その中で研究領域を形成することとした。2016
年 4 月の時点で発足した 9 領域の中にはそれまで別の
研究科に分かれていた研究室群が含まれているものも
あり、新たな研究分野に向けた体制が形づくられた。
2022 年 4 月には更に議論を重ね、全ての領域の見直
しを行い新たな 10 領域体制がスタートしている。一
研究科体制になったことから学生は全ての講義を履修
することができるが、学位は従来の 3 研究科由来の情
報科学、マテリアルサイエンス、知識科学の 3 学位と
し、それぞれの学位に向けて講義の位置づけを変える
などして専門性の担保を図っている。

JAIST ではもともと情報科学研究科が主に情報シ
ステムや基礎理論を担い、知識科学研究科がアプ

リケーションやヒューマンマシンインタフェースな
ど、マテリアルサイエンス研究科が半導体やエネル
ギー関連といったように、情報通信に関連した研究室
は何れの研究科にも存在していたが、狭い意味での情
報通信に関連した研究室は、やはり情報科学に関連し
た領域に多く存在している。

～ 特色ある JAIST の組織、研究、そして産学官連携活動への貢献 ～

　 本 特 集 で は、JAIST(Japan Advanced Institute 
of Science and Technology, 国立大学法人北陸先端
科学技術大学院大学 ) における情報通信関連のアクティ
ビティについて様々な側面から紹介する。

冬のキャンパス遠景
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大学発足時に情報科学研究科内では教育研究分野
を「理論情報科学」、「人間情報処理」、「人工知

能」、「計算機システム・ネットワーク」、「ソフトウエ
ア科学」に分け、講義においてはこれらを幅広く履修
するように求めるとともに、学位審査など研究面では
領域ごとに専門性の高い教員が集まって議論するとい
う方針が取られており、現在の 1 研究科体制のもとで
もそのエッセンスは残されている。その名称からも明
らかなように計算機システム・ネットワークの分野に
所属する研究室群が主に情報通信の分野を担い、現在
の「次世代デジタル社会基盤研究領域」がその流れを
直接的に引き継いでおり、本特集の執筆メンバーも基
本的にこの領域に所属している教員となっている。

JAIST が発足した当時はまだ情報科学に特化した
学部や研究科は少なく、発足時点での情報科学研

究科の教員数は日本最大級であり、非常に強力な研究
教育体制を有していた。学内ネットワークも、当時の
最上位クラスのルータをふんだんに導入して各研究室
フロア内には 10Mbps の Ethernet を 2 サブネット、
100Mbps の FDDI リング*¹ を別サブネットで提供し、
それらのルータ間を接続するバックボーンにはスー
パーコンピュータ接続などで用いられる UltraNet ス
イッチ*² を用い、当時としては最高速の学内 LAN を
実現していた。また、JAIST の設立準備室のあった
東京工業大学との間は 1.5Mbps の専用線で接続され、
海外へのアクセスも当時としては最高速を確保して
いた。インターネットへの接続においては AS レベ
ル*³ で独立して運用を行っており、現在でも WIDE 
Project*⁴、SINET*⁵ に加えてバックアップ用の通信
事業者との接続を有している。このネットワーク環境
は、インターネット内においては都内のほとんどの大
学よりも、よりインターネットの中心部に近いところ
にいる、という状況を作り出し、その意味を理解する
研究者や学生を惹きつけることとなった。

高速ネットワークと並んで JAIST における情報系
設備の目玉は超並列計算機であった。Thinking 

Machines 社の CM5、nCUBE 社の nCUBE2、Convex 

Computer 社の C3 といったアーキテクチャの異なる
マシンが並び、かつ、JAIST のアカウントを持って
いるユーザーであれば誰でも自席から LAN 経由で自
由に使える（課金なし。長時間利用等はユーザーグ
ループ内で調整をする）という環境は、世界中をみて
も珍しい運用であったと思われる。このような、しく
みの異なる複数（概ね 4 台）の超並列計算機を導入し
ていた背景には、やや政治的な理由もあった。JAIST
が設立された当時は 1980 年代から続く日米スーパー
コンピュータ貿易摩擦の真っ只中であり、大型のスー
パーコンピュータを新規の国立大学が導入するのは難
しい状況であった。当時のスーパーコンピュータの定
義は単純なピーク演算能力であったため、それを下回
るサイズの構成で、異なる（合わせて一つとはみなさ
れない）マシンを複数導入すれば制約にはかからない
ことから、このような構成をとったわけである。これ
は、当時の情報科学でのニーズが純粋に大規模計算で
長時間利用するというよりは、効率の良い並列計算に
向けて様々なアーキテクチャでの検討が行えることに
意義を見出していたことともマッチしており、しばら
く続くことになった。

他大学同様 JAIST でもセンター組織が存在する。
その中でも今回の記事に関連が深いのが常設の

センターとしては情報社会基盤研究センター（旧情報
科学センター）と遠隔教育研究イノベーションセン
ター（旧遠隔教育センター）であり、これらのセンター
は日常的な学内情報システムの調達、構築、運用業務
なども含め、実際のシステムに密着した研究を進めて
いる。特に、JAIST の情報システムは設立時にトッ
プダウンで設計、導入を始め、ネットワークやサーバ
はもちろんのこと、デスクトップまでをも 20 人にも
満たない少数のメンバーで一元的に管理・運用してい
ることから、統計情報やトラブル情報など、研究に活
用できる実データを取得できる余地があり、実践的
な研究を可能としている。一方で、純粋に研究を目
的とした時限的なセンターとしては、2001 年に設置
されたインターネット研究センターを皮切りに、2011
年の改組で高信頼ネットワークイノベーションセン
ターとなり、2016 年には大型の外部資金を得て高信
頼 IoT 社会基盤研究拠点（エクセレントコア）とな
り、2021 年まで活動を続けた。その後はデジタル化
支援センターに機能が引き継がれ現在に至っている。
これらのセンターは総務省の研究機関である情報通信
研究機構（NICT）との深い連携関係を有し、特に、
JAIST の近隣に立地する北陸 StarBED 技術センター

*¹ LANでデータ転送を行うための標準の一つである Fiber-distributed data 
interface(FDDI)でリング状に構成されたネットワーク 

*² 米国ウルトラネットワークテクノロジーズ社製スイッチ 
*³ AS とは統一された運用ポリシーによって管理されたネットワーク群

で BGP プロトコルにより接続される単位
*⁴ 日本を拠点として 1988 年に設立された、産学官組織と共同でイン

ターネット技術・標準・社会に関連する研究を推進する、グローバル
な研究コンソーシアム 

*⁵ 日本全国の大学、研究機関等の学術情報基盤として、国立情報学研究
所 (NII) が構築、運用している情報通信ネットワーク 
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とは、最初に北陸 IT 研究開発支援センターとして開
設されたとき以来、密接な関係を保ちながら共同研究
を進めてきており、本特集記事の執筆メンバーの多く
もそうした活動を行ってきた。

JAIST は地元との関係においても様々な活動を行っ
ているが、JAIST の学長経験者などが立ち上げた

一般社団法人 JAIST 支援機構においては JAIST とは
独立した組織として運営を行いつつ、JAIST 教員の
リソースを活用する活動を展開している。JAIST 支
援機構では JAIST 産学官共創フォーラムという任意
団体を運営し、その中で様々な研究会活動を行なうこ
とで地域の産業界や行政への貢献を行っている。また、
JAIST 自身が主催者として開催している産学官金連
携マッチングイベント「Matching HUB」は、2014
年以来毎年の開催を重ね、コロナ禍でも中断すること
なく、2023 年には 10 回目の開催を迎えている。現在
では参加人数が 1500 名を超え、北陸地域においては
定着したイベントになっているのに加え、同スキーム
の他地域への展開として、熊本、小樽、徳島、長岡と
いった全国での開催に至っている。

また、JAIST デジタル化支援センターでは契約形
態としては共同研究でありながら、課題を抱え

た企業や行政の担当者と二人三脚でその解決を図る活
動を行っており、OJT による人材育成をする組織と
して機能している。メーカー系のエンジニアの育成や
国際標準技術への対応方針の検討といった技術的な
テーマはもちろんのこと、デジタル化を求められてい
る行政組織との契約も多く、特に、昨今のデジタル田
園都市国家構想に合わせた自治体の連携基盤の考え
方、導入のしかたなどについては多くの実績を重ね、
基礎自治体と県庁のシステム間連携モデルなど、中央
政府からの評価の高い案件も出始めている。そうした
最中、今回の能登半島地震が起き、デジタル田園都市
国家構想交付金で実施を想定していた案件を見直し、
より緊急度の高い課題に対処できる基盤の構築に向け
て大きく舵を切っているのが現状である。元々人口減
に悩み、財政基盤も弱い地方自治体においてデジタル
化の推進は極めて困難な課題であったが、クラウドを
ベースとし、標準化を意識したシステム導入を推進す
ることで、少なくない課題が解決できるのではないか
と考えている。未だ道路や電柱といった最も基本的な
インフラの復旧もままならない状況の中、従来とは異
なった形で住民を支援できるシステムというものも、
デジタル時代には検討する余地があろう。

　

　
　  

　　　
       
       
           丹 康雄
   　　  （たん やすお） 

 

　
北陸先端科学技術大学院大学　
副学長 ( リカレント教育担当 )、CIO、情報環境・DX 統括本
部長、デジタル化支援センター長、遠隔教育研究イノベーショ
ンセンター長、リスキル・リカレント教育センター長 
先端科学技術研究科　情報系　教授

　1993 年東京工業大学博士後期課程修了。博士 ( 工学 )。
同年北陸先端科学技術大学院大学情報科学研究科助手。情報
科学センター助教授、情報科学研究科助教授を経て 2007
年教授、2019 年より副学長 ( リカレント教育担当 )。スマー
トホームを中心とする IoT に関する研究、標準化に従事する。
石川県デジタル化推進アドバイザ、北陸サイバーセキュリ
ティ連絡会会長などをつとめるとともに、情報通信審議会電
気システム委員会座長、電子情報技術産業協会スマートホー
ム部会長など、国や産業界の組織で活動をしている。

　　　 島田　淳一
　　　　　　( しまだ　じゅんいち )

北陸先端科学技術大学院大学　情報環境・DX 統括本部　
特任教授、博士（情報工学）

　1993 年京都大学大学院工学研究科応用システム科学専
攻修士課程修了。同年郵政省入省後、北陸先端科学技術大学
院大学高信頼ネットワークイノベーションセンター特任教
授、総務省情報通信国際戦略局融合戦略企画官、情報通信研
究機構経営企画部統括及びオープンイノベーション推進本部
統括、宇宙航空研究開発機構新事業促進部参事、( 一社 ) 電
波産業会企画国際部長、総務省総合通信基盤局電波部電波環
境課電波利用環境専門官を経て、2023 年 7 月より現職。
産学官連携、地域連携を中心に各種プロジェクト、組織運営
に対応。
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北陸地域における協議会活動と産学官連携の推進

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学
副学長　教授　丹 康雄

～ 北陸地域の特色を踏まえた産学官の連携 ～

　北陸地域は、各県はそれぞれ異なる歴史的経緯・地理的
地域的特色を有し、産学の研究機関も多数存在する一方で、
各省庁の管轄地域が異なっているため、各県ごとでプレイ
ヤーが異なる中での産学官連携活動を紹介する。

　北陸は、北陸 3 県と言われるように、基本的には富
山、石川、福井を指し、北陸経済連合会もこの 3 県の
経済団体となっているが、国の地方支分部局が置かれ
る単位としては各省により事情が異なる。総務省は北
陸総合通信局（金沢）が北陸 3 県をエリアとするが、
経済産業省では、富山県と石川県は中部経済産業局（名
古屋）の管轄となるが、福井県は近畿経済産業局（大阪）
の管轄となる。昔であれば ICT 関連はこの 2 省に文
科省系くらいを考えていればよかったが、昨今の全産
業デジタル化への流れを受け、スマートアグリの農林
水産省、i-Construction や自動運転の国土交通省も関
連が深くなってきた。農水省は北陸農政局が金沢にあ
り、富山、石川、福井に加え、新潟県もエリアとして
いる。国交省の北陸地方整備局は新潟にあり、県単位
ではなく新潟、富山、石川、山形、福島、長野、岐阜、
福井にまたがる管轄区域を有するような形になってい
る。北陸地域での活動を考える上ではこうした背景も
念頭に置いてお考え頂く必要が出てくるわけである。

　さて、北陸 3 県においても ICT 関連の研究開発を
行う企業、大学、研究機関は多数存在し、教育機関だ
けでも国立 4 大学、公立 4 大学、国立・私立 4 高専、
私立の 2 工業大学があり、国立研究所の出先も情報通
信研究機構（NICT）と産業技術総合研究所（AIST）
がそれぞれ有している。更に 3 県それぞれで工業試験
場と、産業創出関連の第 3 セクター、情報システム系
の工業会があるとともに、北陸経済連合会においても
研究開発の取り組みが行われている。このような状況
で、各省庁、各組織の活動を北陸地域としてまとまり

を持ってうまく連携させていくことを目的とした団体
がいくつか存在しているので、その中でも北陸先端科
学技術大学院大学（JAIST）に関連の深いものを紹介
する。

ICT 研究開発機能連携推進会議（HIRP）[1]
　HIRP（Hokuriku ICT R&D Promotion Council）
はその名の通り、北陸地域で行われる ICT 関連の研
究開発の相互連携を図ることを目的に 2005 年に設立
された任意団体である。JAIST が学生受入を始めて
から 10 年ほどが経過したころから情報関係の教員が
多数集まっている JAIST の周辺（いしかわサイエン
スパーク）に ICT 関連の企業等の研究所などを集積
できないかという議論があり、当時の北陸総合通信局

北陸地域 ICT イノベーションセミナー 2023 (HICC)

ICT 研究開発機能連携推進会議 (HIRP) の組織図



電波技術協会報 FORN － 2024. 3 No.3576

　　　　　 　  国立大学法人
 特集 : 　　　　　北陸先端科学技術大学院大学

が呼びかけて発足に至った。事務局は北陸総合通信局
と、石川県庁、石川県産業創出支援機構（ISICO）で
輪番で行っており、会長にアイ・オー・データ機器の
細野昭雄社長、代表幹事に JAIST 丹が就任している。
　HIRP では講演会やハンズオンセミナーなどを行っ
ているが、事務局連絡会と呼ばれる、ICT 関連の組織
の事務局を集めた会議が開催されているのが特徴であ
る。この場は HIRP 事務局が概ね年に 2 回招集し、複
数の団体（北陸セキュリティフォーラム（HSF）、北
陸情報通信協議会（HICC）、北陸サイバーセキュリティ
連絡会、テレコムサービス協会北陸支部、NICT、県
庁など）からメンバが集まり、各団体が行おうとして
いる行事の予定に関して情報交換を行うとともに、関
連のあるものについては開催時期や内容、共催等、場
合によっては招待講演者の調整も行うことがある。こ
れにより、受講者側から見た重複感を軽減したり、必
要なテーマの漏れを防いだりすることを狙っている。

北陸セキュリティフォーラム（HSF）[2]
　HSF はセキュリティの人材育成を目的とする団体
で、正式な組織の上では HIRP の分科会という形を

とっているが、財政面も含めて独立した運営を行って
いる。HSF が担っている最大のイベントはセキュリ
ティ・キャンプ協議会の地方大会であるセキュリティ・
ミニキャンプで、実施のための協賛金集めや会場の手
配などのローカルアレンジメントを行っている。セ
キュリティ・キャンプの地方大会は多くの地域では産
業界の団体が主催することが多いが、こちらの地域
では容易に折り合いがつかず、金沢工業大学（KIT）、
金沢大学、JAIST の 3 大学が中心となり実施を行っ
ている。HSF の代表も KIT の向井宏明教授を会長、
金沢大学の満保雅浩教授と JAIST 丹が会長代理をつ
とめている。ミニキャンプ以外には講演会やハンズオ
ンセミナなどが行われているが、特に、すごろくを使っ
たハンズオンや、リモート受講可能なサイバーセキュ
リティ演習といった、他にはあまりみられない活動も
行っている。活動の開始が 2018 年の年末で、立ち上
がりかけていたところでコロナ禍が広がってしまった
ため、現状は再起動をかけているような状況である。

北陸情報通信協議会（HICC） [3]
　HICC は、古くから続いてきた北陸電波協力会と北

北陸情報通信協議会 (HICC) 組織図
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陸テレコム懇談会が 2010 年に統合して発足した、北
陸総合通信局と密接な関係を持つ任意団体である。現
在は 3 つの部会が活動しており、ICT 安心安全部会（部
会長：株式会社計画情報研究所主任研究員四藤一成氏）
は国土強靭化のような物理的な安心安全とともに、サ
イバーセキュリティに関するテーマも取り扱う。イ
ノベーション部会（部会長：JAIST 丹）は最新の研
究開発に関するテーマを取り扱い、2015 年には IoT、
2019 年にはスマートシティ、現在はデジタル田園都
市国家構想に基づく都市基盤など［4］、その時々の政
策に合わせたテーマを選択し、外部講師を招いての勉
強会や討議を行っている。また、年に一度の見学会で
ある「バス遠足」を実施していることも特徴である。
この部会は JGN 連絡会の機能も直接引き継いでいる
ため、北陸 3 県の情報政策担当課が直接参加しており、
3 県の ICT 関連政策の違いなどについての議論も行わ
れている。G 空間× ICT まちづくり推進部会（部会長： 
金沢大学飯島泰裕客員教授）は地理空間情報と ICT
を活用して地域経済の活性化と地域課題の解決を行う
べく、講演会等に加え、「まちづくりトライアルコン
クール」を定期的に実施している。
　サイバーセキュリティに関する内容については ICT
安心安全部会とイノベーション部会にまたがる話題と
なるのに加え、他組織との調整なども必要であること
から、次に述べる北陸サイバーセキュリティ連絡会を
設立した。

北陸サイバーセキュリティ連絡会 [5]
　北陸サイバーセキュリティ連絡会はセキュリティ関
連の活動が総務省と経産省でそれぞれ行われ、更に、
前述のように北陸地域では 3 地方局に分かれてしまう
ことから、これらの関係者間で密に連絡をとれるよう
に 2020 年に設置された。代表は JAIST 丹がつとめて
いる。当初は HICC の中の組織とし、ICT 安心安全部
会とイノベーション部会の合同活動という位置づけで
あったが、その後独立組織とし、HICC 会員以外の加
入も受け付けるようになっている。この連絡会の最大
の特徴は前述の 3 地方局からの参加に加え北陸 3 県の
県庁のサイバーセキュリティ担当と、県警のサイバー
セキュリティ担当が一堂に会するところにある。この
場で、外部から招いた講師による講演、各県庁や県警
の取り組み状況について互いに紹介し情報交換を行う
とともに、前述の HSF のメンバも専門家として情報
の提供を行っている。2022 年には、当時まだ制定中
であったデジタルスキル標準（DSS）に関する解説を

いち早く行い、その後に向けての準備を促しもしてい
る。経済産業省の地域 SECUNITY（セキュリティ・
コミュニティ）としても、北陸サイバーセキュリティ
連絡会が HSF とともに掲載されているが、様々な立
場を超えて互いに知り合える場として機能しており、
実際、ここでのつながりで実現したイベントや案件な
ども生まれている。

　これら以外にも北陸地域には NICT と AIST の拠
点が存在し、特に前者は ICT 分野では全国でも非常
に重要な拠点の一つとなっているが、これについては
別稿に譲ることにする。また、北陸経済連合会におい
てもイノベーション部会を立ち上げ、調査・研究を精
力的に実施していた時期もあり、また、北陸経済連合
会が設立した（一財）北陸産業活性化センターは、地
域 DX（RDX）の推進と成長産業の創出を目的とする
北陸 RDX 拠点［6］の推進を行っており、JAIST も
その一端を担っている。

　本稿では、JAIST に関連の深いものを中心に北陸
地域における ICT 関連活動を行う団体について述べ
てきたが、元々この地域は工作機械、建設機械、繊
維といった産業が強く、こうした産業からの視点で
の ICT 関連の研究開発も行われている。この 3 月に
は新幹線も敦賀まで延伸し、これで富山、石川、福井
の県庁所在地は全てが新幹線駅を持つことになる。ま
た、石川県内は小松、加賀温泉と、東京直通の新幹線
駅が増えたことから、県内の様々な研究拠点へのアク
セスが一気に向上し、JAIST とその近辺についても
小松駅発の JAIST シャトルバスを利用すれば東京か
ら直通で来ることができるような環境となる。これを
機会に北陸地域の活動に興味をお持ち頂ければ幸いで
ある。
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　　https://hokurikutelecom.jp/hokuriku_cybersecurity.html
[6] 北陸 RDX Web サイト、https://hiac.or.jp/rdx/
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北陸地域の活性化を目指すJAISTの取組み

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学
未来創造イノベーション推進本部　本部長補佐　
地域イノベーション推進センター　センター長 / 准教授　
中田 泰子

はじめに
　日本で最初の独立したキャンパスと教育研究組織を
持つ国立大学院大学である北陸先端科学技術大学院大
学（JAIST）は、1990 年の開学以来、企業との共同
研究をはじめとする産学連携など、社会との連携に力
を注ぎ、地方自治体や官公庁、公的研究機関や支援機
関、金融機関までを含めた産学官金連携、地域連携を
強力に推進してきた。
　本学の産学連携をはじめとする社会連携の最大の特
徴は、ニーズ志向をベースとした訪問活動であり、例
年 500 以上の企業や機関、組織を訪問し、それぞれの
持つニーズやシーズを収集している。近年は収集した
情報をもとにデータベース化にも取り組んでいる。
　このような社会連携活動、特に地域活性化への中
心的な取り組みが、2014 年度から開催を続けている

「Matching HUB」である。
　また、JAIST の産学連携部門の活動全般について、
特に「Matching HUB」の開催と全国展開を対象とし
た研究も推進している。

機動力の高い産学連携体制
　本学の産学連携体制を図 1 に示す。
　社会や産業界との連携の窓口として、またイノベー
ション創出の拠点として、地域から地球規模に至る社
会課題を解決し、我が国が目指す未来社会の創造に寄
与することを活動目的として、学長直下の未来創造イ
ノベーション推進本部が設置され、該本部に所属する
社会連携機構が、産学官連携推進センターとデジタル
化支援センター、そして、2023 年 4 月に新たに設置

された地域イノベーション推進センターを統括する体
制となっている。本部長を学長が兼務し、そのリーダー
シップが直接的に反映される機動力の高い体制となっ
ている。
　産学官連携推進センターは、社会や産業界との連携
の窓口として、企業などとの連携、研究成果の知的財
産管理など、総合的な産学官連携の支援と推進を担っ
ている。
　デジタル化支援センターは、企業や行政機関などの
デジタル化に関して、産学官連携、特に共同研究をベー
スとした OJT による人材育成という観点からユニー
クな取り組みを推進している。
　地域イノベーション推進センターは、本学における
地方創生や地域活性化の中核となる組織であり、次節
で詳述する「Matching HUB」の開催と全国展開など、
北陸地域におけるイノベーション推進の取り組みをモ
デル化し、それを他の地域へと展開することで、日本
全体の活性化へとつなげることを目的としている。　

～ 産学官金連携オープンイノベーションイベント「Matching HUB」を中心として ～

　ニーズ志向の産学連携を中心に産学官金連携イベントで
ある「Matching HUB」の開催などの地域活性化への取組
みについて紹介する。

Matching HUB Hokuriku 展示会場の様子
（2023 年 11 月開催 / 於金沢）

図 1　JAIST の産学連携体制
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URA の配置とニーズ調査
　本学が位置する北陸地域には、製造業を中心とした
先進的かつユニークな技術を持つ中小企業が数多く存
在している。この地域を活性化し地方創生を実現する
ためには、イノベーションにつながる新製品・新事業
の創出が必要であるが、そのためには異なる組織や技
術分野のマッチングが有効である。しかし、地方中小
企業が独自に大学や他社の有するニーズやシーズを知
る機会は少なく、企業間の連携や産学連携によるイノ
ベーションの創出を難しくしている。このような状
況 の 下 で、JAIST で は URA（University Research 
Administrator）と総称される産学官連携支援人材を
活用してニーズとシーズを収集しマッチングすること
で、自大学の壁を越えた広範な産学官連携活動とそれ
による地域活性化に取り組んでいる。近年では収集し
た情報をもとにデータベース化にも取り組んでおり、
より細やかで効率的な連携支援が達成されている。

「Matching HUB」のコンセプト
　「Matching HUB」は JAIST が中心となって進めて
いる地方創生、地域活性化のための取組みであり、新
製品・新事業を創出しイノベーションに繋げるための
オープンイノベーションの「場」である。
　図 2 に「Matching HUB」のコンセプトを示す。

 

　この図に示されるように、「Matching HUB」は、
URA の訪問活動により収集した各企業のニーズや
シーズを大学や公的研究機関のシーズとマッチングさ
せて新製品・新事業につながるビジネスの「種」を数
多く創出し、地方自治体や金融機関のような支援機関
と連動して「芽」を出させ、イノベーションにつなげ
るという産学官金連動のオープンイノベーションイベ
ントである。URA はこのイベントにおいて中心的な
役割を担っており、プログラムの企画や参加者（出展
者）の募集、開催中のマッチング支援から開催後のフォ
ローアップに至るまでほとんど全ての業務を担当して
いる。このような URA による全体的なマネジメント
により「Matching HUB」というオープンイノベーショ

ンの「場」は効率的に運営され、継続的に開催されて
いる。
　「Matching HUB」の最大の特徴は、出展者同士の
出会いとマッチングが中心であり、北陸 3 県を中心に
全国から幅広い分野の企業や大学のニーズ・シーズが
出展される異分野・異業種の交流の「場」となってい
ることである。

「Matching HUB」の開催と発展
　「Matching HUB」は、2023 年 11 月の開催で金沢
での 10 回目の節目を迎えた。全国では、熊本、小樽、
札幌、徳島、長岡など金沢を含めて合計 19 回開催し
てきた。
　表 1 に金沢で開催してきた「Matching HUB」の実
績（出展ブース数、参加者数）、図 3 に会場の様子を
示す。第 8 回からは、経済産業省「J-NEXUS 産学融
合先導モデル拠点創出プログラム」事業の採択によっ
て立ち上げたアライアンスである北陸RDXによって、

「Matching HUB」で創出した「種」の実用化が促進
されることになった。そこで北陸地域全体の活性化
という目的をより一層明確にするために「Matching 
HUB Kanazawa」 か ら「Matching HUB Hokuriku」
へと名称を変え発展した。現在 37 のテーマで実用化
を目指し、その内の 3 件については事業化が始まって
いる。

図 2　「Matching HUB」コンセプト

図 3　Matching HUB Hokuriku 展示会場の様子

表 1　これまでの出展ブース数と参加者数
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　また、2020 年には新型コロナウイルス感染症の拡
大が始まったが、そのような状況におけるイノベー
ションの創出には、そのような状況であるからこそ必
要とされるニーズやそれに対応したシーズを的確に
マッチングさせるためのシステムが必要とされると考
え、また「Matching HUB」が出展者同士のマッチン
グを重要としてきたことから、規模を縮小しオンライ
ンの併用など徹底したコロナ対策を施したうえで敢え
てリアル開催した。
　2023 年は、オンラインの併用を止めてリアル参加
のみとしたが、参加者数 1636 名と、コロナ禍直前を
大幅に上回る結果となった。
　図 4 に 2020 年度からの 3 年間における参加者数の
推移をリアルとオンラインに分けて示す。
　参加者数は、コロナ禍 1 年目の 2020 年度から 1000
名を超え、2022 年度は、コロナ前のピーク値とほぼ
同じになった。これは、2020 年度からの徹底したコ
ロナ対策による「Matching HUB」への信頼と期待に
よるものと考えている。各年のリアル参加者数とオン
ライン参加者数を比較した結果では、オンライン参加
者数が 2020 年度は全参加者数の 38％だったのに対し
て、2021 年度、2022 年度は全参加者数が大幅に増加
したもののオンライン参加者数は、315 名から 191 名、
124 名へと大幅に減少し、全参加者数の 15％、8% と
なった。
　新型コロナウイルス感染症の拡大以降、オンライン
ツールやその利用は格段の進歩を遂げノウハウが蓄積
されてきた。しかし、ここに示されたように、オンラ
インからリアルへと出展者の意識の変化が明確となっ
ており、そこで 2023 年はオンラインの併用を止め、
リアルのみの開催とした。

「Matching HUB」全国展開
　日本の産業構造において、企業全体の 99％以上が
中小企業に分類され、その多くが地方に存在するとい
う特色を有している。したがって、地方創生や地域活
性化の実現のためには各地域の中小企業の活性化が不
可欠である。そのために、「Matching HUB」を全国
に展開し、開催各地域の大学や企業、特に中小企業な
どが有するニーズとシーズをマッチングさせること
で、各地域の活性化に繋がることが期待できる。
　まず、熊本で震災からの復興支援を目的として 3 回
開催し、小樽、札幌、徳島でもそれぞれ 1 回、長岡で
は既に 2 回開催している（霧島での開催はコロナ禍に
より延期）（図 5）。
　また、開催各地域の「Matching HUB」をネットワー
ク化することで開催地域間の連携にも繋げている。
　このように、「Matching HUB」は地域創生、地域
活性化につながるオープンイノベーションの「場」と

図 4　各年度のリアル参加とオンライン参加の日別参加者数（のべ人数）

図 5　「Matching HUB」の全国展開
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して日本の各地域で広く受け入れられ開催されてい
る。本年度からは「Matching HUB Trial」という新
しい取り組みもスタートし、今後さらに多くの地域で
の開催を計画している。
 

「Matching HUB」を対象とした研究
　本学では、産学連携を対象とした研究を進めている
が、特に、「Matching HUB」は前述のようにオープ
ンイノベーションの「場」であり、研究対象としても
高い価値が認められる。「Matching HUB」を対象と
する研究において、イノベーションの「場」を化学反
応の「場」としてとらえ、自然科学的な視点・手法を
導入した。
　「Matching HUB」という「場」では、ニーズとシー
ズがマッチングすることによってイノベーションにつ
ながる数多くの「種」が創出される。これは、化学反
応容器の中で何種類もの分子が動き回りぶつかり合う
ことで反応が進行する化学反応と類似の挙動とみなす
ことができ、さらに URA が触媒として作用すること
でマッチング（反応）が促進されると考えることで、
イノベーション創出の「場」におけるニーズとシーズ
のマッチングメカニズムの理解につながる知見を得る
ことができた。
　このように、産学連携を対象にイノベーション創出
の「場」を自然科学的にとらえ、化学反応の「場」と
する研究は他に行われておらず、今後、産学連携に自
然科学的な手法や考えを活用した研究の有効性と重要
性が、より一層明らかになっていくものと考えられる。

これから　
　本年 1 月 1 日に発生した令和 6 年能登半島地震は北
陸地域に大きな被害をもたらした。本学は、熊本大
学との連携の下、熊本地震からの復興支援のために

「Matching HUB」を 3 年間開催した経験を有してい
る。今後は、この経験を活かして能登半島の産業復興
等の支援を行っていきたいと考えている。
　JAIST は、開学以来、産学連携をはじめとする社
会との連携に注力してきた。その最も特徴的な取組み
である「Matching HUB」は、金沢での 10 回を含め
て全国で 19 回開催し、そのネットワーク化も進めて
いる。
　「Matching HUB」はこれからも全国各地で継続的
に開催することを予定しており、それに加えて本学の
情報科学や知識科学分野の有する AI や IoT の知見を
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　   　中田　泰子

●略歴：
　2006 年豊橋技術科学大学大学院修士課程物質化学専攻修了。
企業経験を経て、2009 年から北陸先端科学技術大学院大学に
研究員、URA として勤務。2019 年に同大学において産学官
連携をテーマに学位（知識科学）を取得。2020 年産学官連携
推進センター准教授。
　2014 年から「Matching HUB」の企画・運営全般を担当。
2017 年から Business Idea & Plan Competition (M-BIP)
を企画し、学生を巻き込んだ地方創生 / 地域活性化への取り組
みとして発展させた。2019 年度から産学官連携本部の本部長
補佐も兼務している。

●担当業務：
　現在は、本部長補佐やセンター長として研究支援組織のマネ
ジメントの一端を担うと共に、「Matching HUB」の企画・開
催を担当し、研究の活性化や外部資金の獲得支援にも取り組ん
でいる。
　また、「産学連携」、「知識創造」、「イノベーション創出の場」
を主な対象とした研究を続けており、論文の執筆や学会での発
表を行っている。

●研究内容：
　産学連携をイノベーション創出の場と捉え、特にオープンイ
ノベーションの推進に関わる URA を対象として、その機能を
化学反応論を適用して解析し、人文社会学の研究に対して自然
科学的手法を取り入れた研究を推進している。近年は、コロナ
禍におけるイノベーション創出の「場」について研究を行って
いる。
　また、学生のスタートアップに対するモチベーションも研究
しており、その結果を実践することでアントレプレナーシップ
の醸成に寄与してきた。これらの研究成果や知見を活かして、
今後さらに研究を進めるとともに、産学連携部門の URA、研究
者として大学の発展と地域活性化に貢献していきたい。

活用することで、北陸をはじめ日本全体の活性化に貢
献していきたいと考えている。
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社会人の学び直しと
産学官共創の場の提供を目指して

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学
未来創造イノベーション推進本部
特任教授　辻 正信

（一般社団法人 JAIST 支援機構　理事長）

　JAIST 支援機構は大学の知的資産を活かし、社会人の学
び直し機会と産学官共創の場を提供する民間法人である。
　法人を設立した経緯とそこで展開されているリカレント
教育や研究会などの活動内容を紹介する。

リカレント教育のひとつ「IoT セキュリティ実践講座」の講義・演習風景
（於：JAIST 石川キャンパス）

はじめに
　一般社団法人 JAIST 支援機構（以下、「支援機構」）

［1］は、国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学（以
下、「JAIST」）と連携し、民間の立場で産学官の連携
活動や情報交換を推進し、人材の育成や社会・産業の
発展への寄与を目的に設立された。特に北陸地域を中
心とした産業界、金融機関、自治体、他大学などと連
携しながら、リカレント教育や研究会、講演会などを
介し、産学官の共創活動を展開している。本稿では、
支援機構の概要と ICT 関連を中心とした活動内容に
ついて紹介する。

JAIST 支援機構設立の経緯
　国立大学は 2004 年に国立大学法人へと制度が変わ
り、独立性と自由度を得たものの、国からの補助金は
かなり減り、各大学は国からの補助金以外の収入（外
部資金）を獲得することに力を注いでいる。JAIST
も地域連携や産学連携などに積極的に取り組んできた
が、お金の面などを中心に国立大学としての制約から、
やりたいことが自由にできないというジレンマを抱え
ていた。
　この問題の解決策の一つとして、大学とは別の民
間法人で柔軟な地域連携や産学連携活動することを
JAIST 内部で検討し、結果、北陸地域の民間企業を
中心に募った基金を元に、2020 年 4 月に一般社団法
人 JAIST 支援機構を設立した。

JAIST 支援機構の概要
　支援機構は、大きく下記の事業を展開している（図 1）。
　①リカレント教育事業
　②会員事業
　③連携・支援事業

 

　「①リカレント教育事業」は、時代の変化が今後ま
すますスピードを増す中で、大学卒業後もより高い専
門的スキルを身につけ、アップデートしていきたいと
いうニーズに応える。会場は JAIST 石川キャンパス
のほか、利便性の良い、JAIST 金沢駅前オフィスや
東京サテライト（品川駅徒歩 3 分）を主としている（図
2）。
　「②会員事業」は、支援機構の目的に賛同した企業
や公共機関、個人が会員となり、各種の研究会や講演
会、セミナーなどの共創活動を行う。現在、会員制組

図１　JAIST 支援機構の事業

～ 一般社団法人 JAIST 支援機構の活動内容紹介 ～
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織には「JAIST 産学官共創フォーラム」と「プラスチッ
クの未来を考える会」の二つがある。
　「③連携・支援事業」は JAIST の教育・研究活動や
産学官地域連携活動などへの各種支援事業を行う。

リカレント教育事業
　JAIST は、働きながら修士や博士の学位を取得す
るための東京社会人コースを中心に社会人向けのリカ
レント教育に積極的に取り組んでいる。
　一方、支援機構のリカレント教育は、JAIST が
行う正規学生向け以外の教育プログラムを中心に、
JAIST 教員推薦の外部講師による講座や個別企業向
け講座の実施などを含め、民間の立場を活かし社会人
ができる限り受講し易いプログラムを企画、提供して
いる。

◆ 参加型ラーニングセミナー @JAIST
　本セミナーは、産学官連携を通じた地方創生及び地
域活性化に貢献できる社会人向けの地域人材育成、そ
して人生 100 年時代の新しい社会人基礎力の醸成を目
的に、毎月 1 回、全 6 回を 1 シーズンとし、毎回多彩
な外部講師を招いたスクール形式で実施されている。
そこでは、グループで学びあうワークショップや外部
講師と密に議論する創発セッションを通じた交流・共
創の場が用意され、価値創造に向けて協働する能力や
意欲の向上、さらには活動や学びの人脈形成の機会を
提供している。
　なお、本セミナーは JAIST との共催とし、前半の
講義部分を無料、後半の創発セッションを支援機構主
催で有料としている。
　2023年10月からのシーズン8は「AI時代のリフレー
ミング～枠に気づく、ずらす、飛び出す～」をテーマ
に開講している（表 1）。

◆ セキュリティ実践講座
　本講座は、JAIST の丹康雄教授らのサイバーセキュ
リティや IoT セキュリティと、これらに関する人材
育成のための実践演習などの研究成果を活用して企画
されたもので、「IoT セキュリティ実践講座」と「サ
イバーセキュリティ実践講座」の 2 つの講座で構成さ
れている。いずれも、対面形式での講義（一部オンラ
イン）と実習の形態で 4 日間（32 時間）の各講座を、
原則として半期に 1 回ずつ実施する計画としている。
また、本講座は、経済産業省の「第四次産業革命スキ
ル修得講座」*¹ の認定講座であり、厚生労働省の「教
育訓練給付制度　専門実践教育訓練　対象講座」*² と
なっている。

◆ IoT セキュリティ実践講座 （略称：RESION2）
　IT/IoT 利用とそのリスクを理解した上で、各産業
分野の特徴を加味した設計・構築・運用のセキュリティ
対策が行えるスキルを身につけること目標とした講座
である。
　内容は、IoT 技術の基礎から、実際の攻撃を防御す
る方法、実務で必要となる法規制や、ガイドラインに
関する学習も含まれており、講座自体が、生産性の向
上にむけたプログラムとなっている。

◆ サイバーセキュリティ実践講座 （略称：RECS）
　企業の信頼を守り、活動を行うために、なぜセキュ
リティ対策が必要であるか、どのように守れば良いの
かを学び、自分たちのシステム上に合わせた手法を考
え、作り、守っていくための総合的なスキルを身につ

*¹ IT・データを中心に将来の成長が強く見込まれ、雇用創出に貢献する
分野において、社会人が高度な専門性を身に付けてキャリアアップを
図る専門的・実践的な教育訓練講座を、経済産業大臣が認定する制度。

（通称「Re スキル講座」）
*² 労働者の主体的なスキルアップを支援するため、厚生労働大臣の指定

を受けた教育訓練を受講・修了した方に対し、その費用の一部が支給
される制度。

表 1　参加型ラーニングセミナー シーズン 8

図 2　東京サテライト ( 品川インターシティ ) へのアクセス
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けるための講座である（図 3）。
　内容は、サイバー攻撃の手法やセキュリティ対策の
基礎を学ぶ講義と、講義で身につけた知識を深めるた
めの演習やグループワークを中心としている。

◆ JAIST 東京社会人コース提携講座
　JAIST が東京サテライトで開講する東京社会人
コースの一部科目を JAIST の学生と共に聴講し、講
義終了後に担当教員と受講生による振り返りやワーク
ショップを行うことを特徴とする講座である。正規学
生以外の社会人が大学の講義を受けるための制度「科
目等履修生」に比べ、単位認定はされないものの、支
援機構への申込手続きのみで受講できる。
　2023 年度は技術経営に関連する科目（表 2）を実施
した。受講生の評価も高いことから、今後、対象科目
を増やすことを検討している。
 

会員事業「JAIST 産学官共創フォーラム」
　「JAIST 産学官共創フォーラム」（以下、「フォーラ
ム」）は、JAIST を中心に各大学と連携した最先端テー
マの研究会やシンポジウム等による産学官の共創の場
を提供し、イノベーションと産業振興、人材育成を進
めるための会員制組織である（図 4）。
 

◆ 定期講演会
　定期講演会は、主に JAIST の教員が取り組む先端
研究とその社会実装を進める産業界の取り組み紹介を
中心に、総会での特別講演を含めて年 4 回開催してい
る。また、この講演会は、フォーラムの会員以外にも
公開している。
　2022 年度と 2023 年度に実施した講演会の内容を表
3 に示す。

◆ 研究会
　研究会は会員企業のニーズを元に、参加者による共
創を目指す活動を行っている。具体的な活動内容は、
座長と幹事会員が企画し、会員の賛同を得て進めてい
る。現在運営されている研究会を表 4 に示す。
 
　いくつかの研究会の活動を以下に紹介する。

● セキュリティ人材育成研究会
　全産業のデジタル化が進む中で「雇用 （産業界）側
が人材を求める際のスキルセットと人材育成（教育界）
側の教育プログラムの内容にギャップがある」という
問題認識の下、新しいセキュリティ人材育成を目指し
少数精鋭で活動している。

表 2　JAIST 東京社会人コース提携講座の科目例

図 4　JAIST 産学官共創フォーラムの会員制度と主な活動

表 3　フォーラムの講演会実施例

図 3　RECS 受講後のイメージ
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　具体的には、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）
のサプライチェーン・サイバーセキュリティ・コン
ソーシアム（SC3）産学官連携 WG［2］と連携した
雇用側の仕組みづくりと共に、雇用者の求めている人
材を的確に育成できる仕組みとして、共通語彙・共通
概念を通じて明確な対応関係のつく教育プログラムの
開発、および従来の「学位」や「資格」よりも細粒度
の単位での認定制度などを検討している。
　この研究会は、先に述べた「セキュリティ実践講座」
を監修し、コンテンツ改訂等も行っている。

● デジタルナレッジツイン研究会
　本研究会の内容は、本誌 20 頁『潜在的で暗黙的な
現場知識をデジタル技術で抽出・活用』を参照された
い。

● データサイエンス共創研究会
　多くの企業がデータに関する実問題を解決する時、
データ解析で得られた結果を基にどのように思考展開
し、どのようなデータを取るべきか？また、どのよう
なデータサイエンス技術を開発するべきか？という問
題に直面する。これらの問題には、多くの統計的手法
の活用事例から学び、それらを応用する力を鍛える必
要がある。
　本研究会は、参加企業の最新の事例を持ち寄り、参
加者の経験・知恵を共有することで、共創的に学習・
研究する場を提供し、参加者のデータサイエンス応用
力を伸ばすことを目的としている。
　具体的には、参加企業が自社の課題へのデータサイ
エンスの適用方法と想定する解析プラン、得られた（期
待される）結果、そして期待通りの解析結果が出ると
き、また期待と違ったときの対処案を説明し、座長を

含めた参加者で意見交換することで、実践的にデータ
サイエンスを深めている。

おわりに
　JAIST 支援機構は 2024 年 4 月に設立 4 周年を迎え
るが、設立当初の計画（内容、規模、影響力など）か
らはまだ不十分な活動内容だと考える。特に、リカレ
ント教育のさらなる充実と普及、フォーラム会員との
共創活動の拡大は、最優先課題として今後積極的に取
り組む方針である。
　なお、本稿で紹介できなかった「プラスチックの未
来を考える会」など他の活動を含む支援機構の詳細は、
支援機構のホームページ［1］を参照いただき、理解
を深めていただければ幸いである。

＜参考文献＞
[1] JAIST 支援機構ホームページ
　 https://www.jaistso.or.jp/
[2]サプライチェーン・サイバーセキュリティ・コンソーシアム (SC3)
     https://www.ipa.go.jp/security/sc3/

表 4　研究会の一覧

     

　　辻　正信

●略歴：
　1977 年 4 月に電気通信大学電気通信学部卒業後、ユーザッ
ク電子工業株式会社（現株式会社 PFU）に入社し、オフィスコ
ンピュータ、UNIX サーバ等のハードウェア、ファームウェア
などの研究開発に従事。その後、ソフト・サービス事業部門の
責任者、執行役員常務・CTO などを歴任し、2018 年 7 月よ
り現職。
　北陸先端科学技術大学院大学では、URA として産学官連携活
動を推進している。同時に、JAIST支援機構の設立準備に関わり、
2021 年 4 月の法人設立後は業務執行理事、2023 年 6 月よ
り理事長を努めている。

●主な活動：
　ハードウェアからソフトウェア、システム、サービス（SI）
までの実務経験を活かした大学と企業の橋渡し役を果たす共に、
最近はプロジェクトマネジメントや経営者としての経験と知識
を活かし、事業創出などのビジネス立上げ支援にも関心を持つ。
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JAISTとNICTとの連携

　JAIST に隣接して整備されている NICT 北陸 StarBED
技術センターが運用している「StarBED」を中心とした
ネットワーク分野、セキュリティ分野での研究協力に特色
がある JAIST と NICT との連携について紹介する。

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学　
　教授　篠田 陽一
　教授　丹 康雄
　特任教授　島田 淳一
NICT 北陸 StarBED 技術センター　
　技術センター長　宮地 利幸
　総括研究員　三輪 信介

～ 北陸地域における ICT 分野の研究開発の推進 ～

　NICT 北陸 StarBED 技術センター

はじめに
　国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学（以下、

「JAIST」）と国立研究開発法人情報通信研究機構（以
下、「NICT」） との関係は、平成 16 年（2004 年）4 月
に NICT が設置される以前の組織である独立行政法
人通信総合研究所（以下、「CRL」）と通信・放送機構（以
下、「TAO」）に遡る。本稿では、ネットワーク関連
技術、セキュリティ関連技術に関する研究開発を中心
として、平成 12 年（2000 年）以降の JAIST と NICT
の連携関係について説明する。

StarBED の整備の経緯と StarBED を中心と
した連携
　平成 12 年度（2000 年度）まで、JAIST と CRL と
の間ではネットワーク関連技術の研究開発について、
研究室同士で情報交換を行い、連携して研究活動を実
施していた。また、JAIST では、平成 11 年度（1999
年度）から TAO により運用が開始された研究開発用
ネットワーク「JGN（JapanGigabitNetwork）」を利
活用して他大学や研究機関と研究開発を実施するほ
か、TAO の競争的資金である「ギガビットネットワー
ク利活用研究開発制度」も活用し研究開発を実施して
いた。
　平成 12 年度（2000 年度）当時、郵政省（現：総務
省）では技術政策として「産学連携による ICT 研究
開発の推進」を掲げていた。産学連携により新産業の
創出を図る構想を有する地域を支援するため、産学連

携による IT 研究開発の促進及び大学エリアのへの研
究機関の集積による地域産業構造の高度化を目的とし
て、平成 12 年度（2000 年度）補正予算として TAO
に対し一般会計補助金（約 60 億円）の交付を行った。
これを受け、TAO から産業界からの研究開発の推進
の要望が強い IT 分野（インターネット技術等）の研
究開発を行うための共同利用型研究開発施設（情報通
信研究開発支援センター）の整備に関する公募を実施
した。
　これに対し、JAIST では、篠田を中心として「汎
用インターネットシミュレータ」を構想し、石川県、
能美郡辰

たつのくちまち

口町（当時、平成 17 年（2005 年）2 月から
能美市）とともに共同で応募した。
　TAO による審査の結果、岩手（岩手県、滝沢村、
岩手県立大学）と北九州（北九州市、北九州大学（現：
北九州市立大学）、九州工業大学）とともに採択された。
　採択を受け、石川県では、JAIST の設置に合わせ
て先端科学技術分野における産学官連携の促進と国際
的な研究開発拠点作りを目指して辰口町の丘陵地域に
造成された「いしかわサイエンスパーク」に施設建設
用地を用意し、TAO は平成 14 年（2002 年）3 月まで
に施設整備を完了し、平成 14 年（2002 年）4 月 20 日
にTAOの施設である「北陸IT研究開発支援センター」
として開所された。また、これに合わせて JAIST 側
でも平成 13 年（2001 年）11 月に「インターネット研
究センター」を設置し、同センターで TAO の施設も
活用した研究開発を推進する体制を整えた。
　北陸 IT 研究開発支援センターの設置にあたり、512
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台の PC サーバを相互接続スイッチで接続した大規模
汎用インターネットシミュレータとして「StarBED」
が構築され、JAIST が StarBED の運用に協力し、北
陸地域での産学官連携プロジェクトがスタートした。
その後、JAIST、NICT とも StarBED プロジェクト
に対応する組織体制は変遷しているものの、JAIST
と NICT の間で StarBED の機器の構成、提供環境の
改良、運用技術の進展などの共同研究・研究協力が継
続的に実施され、現在に至っている。
　また、StarBED を活用したセキュリティ分野の研
究開発でも協力を行うとともに、北陸 StarBED 技術
センターに隣接して石川県産業創出機構（ISICO）が
建設した建築学会標準設計に基づく木造二階建て住宅

「iHouse」も活用したホームネットワーク分野での研
究開発も実施している。次項以降では、StarBED を中
心とした JAIST、NICT の研究協力について紹介する。

StarBED に関する共同研究の経緯
　平成 14 年（2002 年）に TAO 北陸 IT 研究開発支
援センターが（現 NICT 北陸 StarBED 技術センター）
が JAIST 近隣に設置された当初から JAIST と NICT
との StarBED を中心とした連携を進めている。TAO
は独自で研究開発を行う組織では無く、StarBED 設
置時に最低限の検証を実施するミドルウェアが導入さ
れていたが、基本的には既存のソフトウェアを組み合
わせたものであった。その後、TAO が NICT に移行

するとともに、JAIST と NICT は StarBED のアーキ
テクチャとそれを制御するミドルウェアの研究開発
を進めることで StarBED の適応範囲を拡大するため
StarBED プロジェクトを形成し、連携した研究開発
を実施している。
　StarBED プ ロ ジ ェ ク ト の 研 究 開 発 の 目 標 は、
StarBED 設置当初の「汎用インターネットシミュレー
タ」の構築から始まり、NICT の中長期目標期間ごと
に目標を更新し、令和 5 年度（2023 年度）現在では第
5 期として「CyReal 環境の構築」としている。図 1 に
研究内容の変遷を示す。
 これら全ての研究開発決定およびその推進のために
篠田、丹をはじめとした JAIST の研究者が関わり
NICT と連携することで成果を上げている。
　現在取り組んでいる CyReal 環境の構築では、篠田
が発案した CyReal 環境を StarBED 上に構築するた
めの研究開発を進めている。CyReal 環境は Cyber と
Real の双方の環境を有機的に接続して検証環境を構
築することを目的としている。本環境を活用すること
で、検証環境中の任意の場所にシミュレータ、エミュ
レータ、実システムを配置することができる。開発当
初のアイデア確認で利用したシミュレータの一部をエ
ミュレータに変更し、動作確認を行うことや、実シス
テムで発生した物理的現象に起因する問題などを再現
するため、物理現象をシミュレータで再現し実システ
ムと接続するなど、全てがシミュレーションの世界と、
全てが実システムの実環境の間の抽象度を連続的に変

図 1　StarBED プロジェクト研究内容の変遷
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更する事で検証の目的部分を明確にした検証を実現す
る。

iHouse を活用した研究
　一般家庭内で情報通信ネットワークを活用するホー
ムネットワークの研究開発においては、1990 年代に
通信放送融合に向け「宅内情報通信・放送高度化フォー
ラム」が総務省の呼びかけで設立され、その後、「次
世代 IP ネットワーク推進フォーラム」、「新世代ネッ
トワーク推進フォーラム」、「スマート IoT 推進フォー
ラム」へと引き継がれて研究開発、相互接続実証、公
開サービス実験、国内外の標準化活動などが行われて
いる。
　2008 年に米国オバマ政権が打ち出したグリーン・
ニューディール政策は我が国にも大きな影響を与え、
電力事業者のシステムを ICT により高度化するス
マートグリッドとともに、家庭内においても合理的か
つ効率の良いエネルギー利用を実現するために ICT
を活用しようとする動きが高まっていた。丹を中心
として実施した平成 21 年（2009 年）の総務省「消費
エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発

（ホームネットワーク共通制御プロトコル技術）」［1］
プロジェクトをきっかけに JAIST の近隣に新築され
た実験住宅が iHouse である。iHouse は石川県の第 3
セクターである公益財団法人石川県産業創出支援機
構（ISICO）が所有する、賃貸で利用できる実験施設
であり、ネットワークに対応した住宅設備や家電は
JAIST が所有し維持や更新を行なう形で運営されて
いる。平成 22 年（2010 年）2 月の竣工以来、様々な
企業グループが JAIST とともに借り主となり、交代
で研究開発が行われてきたが、現在は NICT が中期
的に賃貸契約をし、継続した研究開発が行える体制と
なっている。
　iHouse は日本建築学会の標準問題モデルに基づく
設計の木造二階建て住宅で、太陽電池、蓄電池、燃料

電池、ガスエンジンコジェネといったエネルギー関
連機器や、電動窓、電気錠、制御可能な照明などの
住宅設備を有している。これらの機器は ECHONET
コンソーシアムによって開発され、ISO や IEC の国
際 標 準 と な っ て い る ECHONET, ECHONET Lite, 
ECHONET Lite WebAPI により制御が可能で、これ
らの基本的な機器に加えてスマートホームに対応した
機器や家電を併用することで様々な実験を行なうこと
が可能である。また、実際に居住可能な住宅であるこ
とから、倫理審査を経た上で、生活実験を行なうこと
も可能となっている。
　JAIST では、NICT と協力し、関連プロトコルの研
究開発や国際標準化を行い成果をあげてきた。近年で
は、oneM2M、W3C Web of Things、FIWARE など
の規格との連携も行われており、スマートシティの一
部を構成するスマートホームとしての研究開発も進め
られている。

セキュリティ分野での協力
　StarBED 上に構築された検証環境は基本的には外
部ネットワークおよび他の利用者環境から隔離され
る。また、検証環境として、様々な環境の再現や検証
環境に存在する各種要素を制御するための技術群はセ
キュリティ検証のためにも活用出来るため StarBED
を活用し、さまざまセキュリティ関連の取り組みを
JAIST と NICT で実施してきた。
　平成 24 年（2012 年）からは「衛る技術」の価値を
最大化することを目指すセキュリティ競技会である
Hardening Project の発足に篠田と NICT が参加し、
StarBED 上に脆弱な電子商取引サイトを構築し、運
営側からの攻撃に耐えつつ、ICT 技術の範囲を越え
ビジネスをどう継続するかを競うイベントを開催して
いる（図 3）。
　また、平成 24 年度（2012 年度）総務省補正予算

「サイバー攻撃解析・防御モデル実践演習」における
サイバーセキュリティに関する実践的演習に関し、篠
田を中心として産学が連携して実施するための体制を
構築し、演習プログラムの設計を行い、国の機関、地
方公共団体、重要社会基盤事業者等を対象とする体験
型の実践的なサイバー防御演習（CYDER）を構築・
実施した。この活動は、その後 NICT の CYDER 事
業に引き継がれている。CYDER 演習環境についても
StarBED を活用し、その構築技術の検証や、演習環
境そのものの StarBED 上での提供などの連携を実施
している。図 2　実験住宅 iHouse
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JAIST と NICT との連携協定を中心とした組
織間の連携
　JAIST と NICT の研究協力は、2000 年以前からも
行われていたが、StarBED 設置後の平成 14 年度（2002
年度）以降はさらに密接なものとなっていった。その
一方で、組織間の連携ではなく個別の分野において、
共同研究や相互の研究者の交流が実施されるにとど
まっていた。
　JAIST と NICT の StarBED を中心とした活動が
年々活発になってきたことから、この連携を組織的な
連携として発展させるため、これを明文化しさらなる
連携の深化を目指し、平成 23 年（2011 年）4 月 27 日
に JAIST と NICT の間で「連携協定」を締結した。

（https://www.nict.go.jp/press/2011/04/27-1.html）
　具体的には、特に「ネットワークテストベッドに
関する研究とその利活用による人材育成活動の推進」
と「高信頼ネットワークに関する先端的研究」を共
同で進めていくもので、この協定に則って JAIST と
NICT との連携はさらに密接性を増し、深化した。
　さらに NICT が第 4 期中長期目標期間に入り、オー
プンイノベーションを標榜したオープンイノベーショ
ン推進本部を設置したことを受け、平成 29 年（2017
年）6 月に JAIST エクセレントコア推進本部高信頼
IoT 社会基盤研究拠点と NICT オープンイノベーショ
ン推進本部ソーシャルイノベーションユニットとの間
で「情報通信分野における連携協力に関する覚書」を
締結し、IoT に関する研究等を中心とした情報通信分
野における研究協力、テストベッドにおける研究の推
進、情報セキュリティに関する人材育成等に関し、相
互に密接な連携・協力体制を構築し活動を行っていく
こととなった。

（https://www.nict.go.jp/info/topics/2017/06/170626-1.html）

　このような JAIST と NICT との連携の進捗に鑑み、
いしかわサイエンスパーク内の ICT 研究開発施設の
利活用、大学の知的財産の活用、情報の共有化などに
より新産業の創出を目指すとともに、ICT 化の側面か
ら石川県はもとより北陸地域全体の活性化に寄与する
ことを目的として平成 17 年（2005 年）に発足された
ICT 研究開発機能連携推進会議（略称「HIRP」、事務局：
総務省北陸総合通信局、石川県、石川県産業創出支援
機構）において、StarBED の活用を中心とした北陸
地域内の ICT 活用促進のための活動をするとともに、
JAIST と NICT が連携した活動に対する支援も行わ
れている。

おわりに
　JAISTとNICTとの連携は、上述のとおり、「StarBED」
を中心としたネットワーク分野、セキュリティ分野
での研究協力にとどまらず、組織間の連携も含めて、
これまでも密接に行われ、北陸地域全体の ICT 分野
の活動に対し様々な貢献が行われてきた。今後は、
JAIST と NICT の間の連携が更に強化され、北陸地
域内の産学官の関係団体との連携を図りながら、北陸
地域全体での ICT の研究開発の活性化、産業創出・
振興に貢献し、北陸地域全体の活性化に貢献すること
を期待する。

＜参考文献＞
[1] 総務省、消費エネルギー抑制ホームネットワーク技術の研究開発　基本計画、

https://www.soumu.go.jp/main_content/000010176.pdf

図 3　Hardening 競技環境の概要
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潜在的で暗黙的な現場知識をデジタル技術で抽出・活用

　北陸先端科学技術大学院大学では、製造業やサービス業
においてマニュアルなどの形式知化が難しい現場の知識を、
IoT/AI 技術を活用して抽出・活用する「デジタルナレッジ
ツイン」の実現を目指して研究を進めるとともに、現場で
課題を抱える産業界のメンバーと一緒に研究会を運営して
いる。

国立大学法人北陸先端科学技術大学院大学
トランスフォーマティブ知識経営研究領域
教授　内平 直志　
教授　西村 拓一　
特任助教　伊集院 幸輝

～ JAIST 支援機構デジタルナレッジツイン研究会の活動紹介 ～

潜在的で暗黙的な現場知識を抽出・共有・活用
する
　IoT や AI などのデジタル技術の革新的な進化と普
及によりフィジカル空間の情報をサイバー空間で分
析・最適化し、その結果をフィジカル空間で活用する
デジタルツインが注目されている。フィジカル空間で
は様々な物理的（物質的・時間的・空間的）制約が存
在するが、サイバー空間ではこれらの制約が少ないた
め、システム全体でのシミュレーションや最適化が容
易になり、それをフィジカル空間にフィードバックす
ることで様々な便益が得られる。実際、IoT の普及に
よりフィジカル空間の様々な物理的なデータはサイ
バー空間に多量に蓄積され、機械学習などの最新の人
工知能技術を活用して分析・活用できるようになり、
スマートファクトリーやスマートシティの実現に繋
がっている。
　一方、現状のデジタルツインでは人間の潜在的で暗
黙的な知識が十分に扱えておらず、大きな課題となっ
ている。特に、介護、農業、製造、保守点検などの「現場」
では、IoT で収集できる物理的なデータは、フィジカ
ル空間のごく一部の側面でしかない。例えば、農業の
現場には温度・湿度・照度などを計測する様々な IoT
センサーが導入されつつあるが、広い農地の作物や土
壌の状態を、多くのセンサーを張り巡らして観測する
ことは、実際の農業の現場では非現実的である。一方、
農業者は五感と経験知から作物や土壌の状態に関して
様々なことに気づくことができる。ここでは、現場に
おいて人間が気づいたことや経験したことを「現場知

識」と呼ぶ。この「現場知識」は潜在的で暗黙的であり、
マニュアルなどの形式知化は難しいが、現場にいたり
人から聞かれたりすると表出化する知識である。現状
では、サイバー空間上で蓄積・分析・活用できている

「現場知識」はごく一部であり、人間の持つ膨大な「現
場知識」がフィジカル空間だけに留まっている現実が
ある。すなわち、フィジカル空間とサイバー空間には
依然として大きなギャップが存在する。
　北陸先端科学技術大学院大学（以下、JAIST）で
は、製造業やサービス業における現場知識を、最新の
IoT/AI 技術を活用して抽出・共有・活用する技術・
手法・ツールの開発を行い、「デジタルナレッジツイン」
の実現を目指す研究を進めている。ここで、「デジタ
ルナレッジツイン」とは、我々の造語であるが、デー
タだけでなく潜在的で暗黙的な現場知識を含むデジタ
ルツインを意図している。
　図 1 は、現場知識のデジタルツインの概念モデルを
示しており、「抽出」、「緩やかな体系化」、「活用」の
三つのステップから構成される［1］。

⑴ 抽出：現場（フィジカル空間）における IoT センサー
の情報および人間の気づきをサイバー空間に送り蓄積
する。ここで、人間の気づきは、人間が現場において
テキスト・音声・写真・映像などのマルチメディアで
意図的に記録する［2］。定点カメラ等でも映像を記録
できるが、これは人間の意図が入っていないので IoT
センサーと位置付ける。

デジタルナレッジツイン研究会の講演風景
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⑵ 緩やかな体系化：サイバー空間に蓄積された情報
（IoT センサーデータ、人間の気づきを記録したテキ
スト・音声・写真・映像）は、必ずしも構造化されて
いるわけではなく断片的であるが、非構造化データと
して緩やかに体系化される。具体的には情報間のリン
クが張られる。

⑶ 活用：サイバー空間に蓄積され緩やかに体系化さ
れた情報を、フィジカル空間（現場）の人間が検索・
抽出し、その情報をトリガーとして、ワークショップ
のようなコミュニケーションの場を通じて、現場知識
の共有・活用を行う［3,4］。ここで、ワークショップを
行うことで、抽出した情報が完全な形式知ではなくて
も、その情報とワークショップ参加者の経験知から現
場知識の再解釈と再構築を行う点がポイントである。

デジタルナレッジツイン研究会の目的
　JAIST 支援機構のデジタルナレッジツイン研究会
は、潜在的で暗黙的な現場知識の抽出・共有・活用に
関して、本テーマに問題意識を持つ企業メンバーによ
る学習と議論の場であり、JAIST トランスフォーマ
ティブ知識経営研究領域の教員である内平・西村・伊
集院を主査として、2023 年度にスタートした。2022
年度までは、「イノベーションデザインによる DX
推進研究会」として、デジタルトランスフォーメー
ション（DX）に関する幅広いテーマを扱っていたが、
2023 年度は、DX の中でも今後大きな課題になってく
ると思われる「潜在的で暗黙的な現場知識」にテーマ
を絞った。具体的には、デジタルナレッジツインに関
する JAIST、および外部の有識者による技術開発や
実践に関する最新の情報を共有するとともに、研究会
メンバー企業における現場知識のナレッジ・マネジメ
ントに関する課題や取り組みを議論し、お互いに学び
あうことを目的としている。

デジタルナレッジツイン研究会の活動
　デジタルナレッジツイン研究会では、JAIST 研究
者および外部講師によるデジタルナレッジツインに関
するセミナーを月 1 回程度開催している。また、講演
を聞くだけでなく、研究会メンバーが、現場の潜在知
や暗黙知のナレッジ・マネジメントに関する課題や取
り組みに関してお互いに学びあうワークショップを開
催し、講演で聞いたことを自社の課題に落とし込んで
理解を深めるようにしている。研究会メンバーは、企
業会員・個人会員あわせて約 20 人のメンバーで構成
されている。少人数の研究会なので、毎回活発な質疑
が行われる。
　以下では、外部講師によるセミナー・ワークショッ
プの概要を紹介する（図 2）。

■講演①：暗黙知の形式知化の課題と実態
講師：木村  富也 氏（株式会社ブリヂストン）
概要：製造業では、日進月歩で自動化技術が進んでいる。
一方で、限られた投資やまだまだ自動化できない技術等
の問題で、現場の技能伝承が必須となっている。本講演
では、製造業（タイヤメーカー）で技能伝承のために取
り組んできた内容を詳しく紹介していただいた。雑誌や
マスコミに出ている技能伝承はきれいな話ばかりである
が、 実際にはそう簡単にうまくはいっていない課題と実態
について説明と議論があった。

■講演②：建設業における技能継承を目的とした熟達者
の暗黙知技能の可視化
講師：陽田 修 氏（長岡工業高等専門学校）　
概要：建設業に従事する熟達者の技能は，経験によって
培われた暗黙知である。見て・真似て・覚えるが基本と
なる徒弟的な教育手法や OJT 方式の教育手法では、技能
継承に長い時間を要すること、指導者によって習得した
技能に差が生じるという課題に対して、熟達者の暗黙知
である技能をデータマイニングで分析し可視化する取り
組みが紹介された。具体的には、コンクリート構造物の
損傷を把握する手法である「打音点検技能」とコンクリー
ト床を仕上げる「左官床仕上げ技能」について熟達者の
暗黙知である技能を可視化する研究の紹介があった。

■講演③：知識工学を応用した協働ロボット組立知識の
獲得と DX
講師：笹嶋 宗彦 氏（兵庫県立大学）　
概要：高齢化が進み、労働力不足を解消する方法の 1 つ
として協働ロボットの活用が望まれているが、導入コス

図 1　デジタルナレッジツインの概念図 [1]
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トが高いために普及が進んでいない。本講演では、知識
工学を応用し、協働ロボット技術者の専門知識を獲得し
てマニュアル化し、ロボットのユーザである非専門家に
知識と技術を移転することで、協働ロボット導入コスト
を削減することを目指す取り組みについて紹介があった。

■講演④：地域のソーシャルキャピタル増強のための暗
黙知のマネジメント
講師：三ツ木 直樹 氏（株式会社シーキューブ）
概要：暗黙知のマネジメント手法として、自発を促進す
る構造化知識の表現方法である「拡張アクティビティ図」
を、在宅介護業務における人間行動システムの可視化に
適用した取り組みの紹介があった。多世代共生の事例や
新たな表現図法の検討を通じ、目的指向のアプローチに
よる人間とテクノロジーのバランスと、地域社会の「お
互いを支える力」を強化する枠組みが特徴である。

■講演⑤：事例分析によるプロジェクト成功のための暗
黙知の形式知化と運用
講師：工藤 朗 氏（富士通株式会社）
概要：商談対応や計画、並びに実施内容の検討が不十分な
プロジェクトでは、QCD（Quality、Cost、Delivery）
の確保ができずに失敗となることが多い。このような過
去失敗プロジェクトの原因分析に基づき、商談発生時か
らプロジェクトマネジャーが実施すべき模範となる行動
様式（あるべき姿）を ToBe モデルとして設定し、その
妥当性を完了プロジェクトの実績で検証した。そして、
この ToBe モデルを実プロジェクトで運用検証し、その
アンケート結果から特に新規プロジェクトマネジャーに
効果があることが紹介された。情報システム開発のプロ
ジェクトは多くの成功失敗事例があるため形式知化しや
すい面もあるが、本取り組みは情報システム以外のプロ

ジェクトマネジメントにも適用可能だと思われる。

■講演⑥：技術・技能伝承の課題と解決への道筋～暗黙
知伝承への挑戦～
講師：森 和夫 氏（技術・技能教育研究所）　
概要：ものづくりやサービスの現場の技術・技能伝承は、
職場の人材育成の重要な部分を占める。本講演ではその
課題を整理し、解決への道筋が示された。具体的には、
講師が提唱する手法を用いた様々な現場の技能継承の取
り組み事例の紹介があった。

■講演⑦：知識を構造化しイノベーションへと導く創発
講師：越前屋 俵太 氏（関西大学）　
概要：既存の概念を乗り越えて新しい発想を生み出すた
めの方法を様々な題材を通じて学んだ。この講演で学ん
だことを基盤として、下記のワークショップを実施する。

■ワークショップ⑧（３月実施予定）：働く人を面白くす
る思考法～アブダクションを極める～
講師：越前屋 俵太 氏（関西大学）、川上 浩司 氏（京都先
端科学大学）
概要：1 年間の研究会を通じて様々な現場知識の共有・活
用事例を学んだが、現場知識を組織個々人に浸透・内面化
し、創発による新たな気づきを得て発展させていくために、
働く人が面白いと思える「気づき」をどのようにして得る
かが重要になる。ここでは、ワークショップ形式でメンバー
による議論を行い、理解・考察を深めていく。

　本研究会では、上記の外部講師によるセミナー・
ワークショップに加えて、JAIST 教員の研究紹介や

「Matching HUB 2023」への出展などを行った。

図 2　2023 年度セミナーの関係図
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デジタルナレッジツイン研究の 3 つの方向性
　最後に 1 年間の研究会の活動を通してのデジタルナ
レッジツイン研究の 3 つの方向性を整理する（図 3）。

⑴デジタル技術を使った暗黙知の可視化
　タイヤメーカーの講演①や建設業の講演②により、
従来は潜在的で暗黙的あった技術・技能を、デジタル
技術を活用し、可視化・形式知化するアプローチは今
後ますます発展することが期待できる。

⑵人間の知識を構造化し活用するための手法
　介護③、ロボット④、プロジェクトマネジメント⑤
および技術・技能伝承手法⑥の講演により、ベテラン
の潜在的で暗黙的な知識を、インタビューやワーク
ショップを通じて抽出し、構造化し、蓄積・活用する
アプローチの重要性と有効性を認識した。

⑶知識を創発するための支援
　既存の知識を人間から人間に単純に移転するだけで
は、生きた知識にはならない。既存の知識から自分の
現場に適した知識を創発し、内面化することが重要で
あることを、創発の講演⑦やワークショップ⑧を通じ
て理解した。

　上記の 3 つの方向性は、独立のものではなく、3 つ
の方向性を重ね合わせ得ることで相乗的な効果が生ま
れると思われる。その相乗効果を、デジタル技術を活
用して生み出すのが「デジタルナレッジツイン」の役
割である。今後も大学の研究と研究会での議論を通じ
て、「デジタルナレッジツイン」の研究・開発を進め
ていく。
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　いつも活発に議論いただいているデジタルナレッジ
ツイン研究会のメンバー、特に幹事会社の株式会社シ
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図３　デジタルナレッジツイン研究の 3 つの方向性
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■今年も「湘南藤沢市民マラソン大会」10 マイル走（16㎞）
に参加してきました。結果は去年よりちょっと早くなって
いて自己記録更新！同世代 554 人 /192 位、女性全体 1580
人 /499 位という結果でした♪実は走り初めて 5㎞ほどで
トイレに行ったため数分ロスタイムあり（泣）。スタート
前の待機時間で身体が冷えすぎました。
　去年「来年は走る！」と宣言していた次女は、ハワイ旅
行と重なったため不参加。来年こそは参加するそうです。
来年は第 15 回大会を記念して、ハーフマラソンとハーフ
の半分の 10㎞マラソンの 2 種目になるとの事。16㎞がな
いのは残念ですが、今から母と娘の対決が楽しみです（笑）。
　マラソン翌日は、自分へのご褒美に「鰻」を食べに行く
ことに。昔の職場の後輩が鰻屋さんを手伝うために退職し
たのが 30 年以上前。それから年に一度、年賀状に「会い
たいね～」「来てください！」など、文通をしていました

（笑）。でもお店の名前がわからない…。「鶴岡八幡宮の参
道の脇」と場所だけは聞いていたので、「鎌倉・鰻」でグ
グると、参道沿いにある鰻屋さんは一軒だけ！ここに間違
いないと思いお店に電話をすると、本人が電話口にでてく
れ、ちょっと特徴ある話し方も昔と変わっていなくて嬉し
くなりました。
　予約が出来ないお店なのでオープン前に並んで入店♪後
輩が捌いた鰻を頂く日が来るとは…と母親のような心境に
なり感激していると「実は去年バイクで事故って肋骨 5 本
骨折しちゃって、肩の靱帯も痛めて、いま鰻が捌けないん
ですよ…」とお腹周りに巻いてあるサポーターを見せてく
れました（笑）。
　再訪の際は、後輩自ら捌いた鰻をいただきたいと思いま
す。（みんみん）

■ 輪島の漆器について、6800 年前
のものが能登半島の三

み び き

引遺跡（七尾
市）発見されているという。エジプトのクレオパトラ時代よ
りはるか以前のこととして驚く。古代、生活や宗教儀式に必
要な器のために、その原料や製造のために人の往来があり、
大陸から日本に渡来した歴史が見出されている。能登半島は、
その最先端だったのかもしれない。そして、その地の利（海
の利？）を活かした加賀御膳は、内陸の京では整うことがで
きない海鮮物を供えられ異彩を放つ。そこで用いられる漆器
は、家庭で使用する「“100 均”お椀」とは各段の差があり、
食を引き立てる。漆器の制作工程は、湿度の高い日本にも丈
夫であるように、適した地元の土と木材を活用し、下地の層
重ね厚くするという。仕上がりの色、光沢、品質、デザイン
などは、どこか遠方の大陸北方民族が好む風格が漂う。
　温故知新といわれるように、新しいことの着手に、古

いにしえ

を顧
みることでヒントが見出せるという。現代でも保存され残っ
ている歴史文物は、それなりの理由がある。城マニア、仏像ガー
ルなどその日本らしい機能美、官能さに萌え、沼にはまる傾
向は、あらゆる年代で百家争鳴だ。時間をかけて観察するほ
ど新しさと斬新さを開拓できる醍醐味が謎解き玉手箱として
奥深い。奈良平城京で活躍した紫式部とその世界観も記録が
乏しい故に時代考証や解釈も無数可能な想像力 MAX のミス
テリーとして各人各様の解釈が続けられてきた。
　本号では、北陸と奈良にある先端科学技術大学院大学をご
紹介に至った。どちらの地域も潜在的に長く深い歴史を受け
継ぐパワーエリアである。身近に現存している歴史文物への
肌感覚で、無意識にその DMA スパイスを効かせた化学反応
により最新テクノロジー展開が図られていくかもしれない。

（そうだ北陸・奈良、行こう！“杉のお山”）

編集後記
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